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八千代市の人事行政について 
 

 

 

 

地方公務員法第５８条の２及び八千代市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例第

６条の規定により，令和２年度の人事行政の運営等の状況を公表します。 

 

１ 職員の任免及び職員数について 

(1) 職員の任免について（令和２年４月１日～令和３年３月３１日） 

採用者数  退 職 者 数 

３８ 人 ４９ 人 

 

(2) 職員数について（令和２年４月１日現在） ※教育長は除く。           単位：人 

部局 

職種 

市長

部局 
議会 

選挙管理

委員会 

監査

委員 

農 業 

委員会 

教 育 

委員会 

消防

本部 

上 下 

水道局 
合計 

事務系 
542 

（26） 

10 

 

6 

 

6 

 

5 

 

88 

（3） 
 

31 

 

688 

（29） 

技術系 
91 

（2） 
   

1 

（1） 

2 

（1） 
 

24 

（3） 

118 

（7） 

栄養士

保育士 

142 

（19） 
    

4 

（1） 
  

146 

（20） 

技能 

労務系 

29 

（10） 
    

11 

（1） 
 

3 

 

43 

（11） 

医療職

関 係 

54 

（2） 
    

1 

 
  

55 

（2） 

教育

関係 
     

29 

 
  

29 

 

消防職 
1 

 
     

227 

（16） 
 

228 

（16） 

合計 
859 

（59） 

10 

 

6 

 

6 

 

6 

（1） 

135 

（6） 

227 

（16） 

58 

（3） 

1,307 

（85） 

事 務 系 職 種…一般事務，司書，社会福祉士，精神保健福祉士，学芸員 

技 術 系 職 種…土木，建築，化学，電気，機械，言語聴覚士，心理士，児童指導員 

技能労務系職種…守衛，用務員，自動車運転手，機械操作手，作業員，給食調理員 

医療職関係職種…看護師，保健師，理学療法士，歯科衛生士 

教育関係職種…教育公務員（指導主事など） 

※（ ）内は，再任用短時間職員数であり，外数です。 
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(3) 退職管理の状況について（令和２年４月１日～令和３年３月３１日） 

①退職した職員の退職事由 

退職事由 定年退職 勧奨退職 普通退職 合計 

人数 ２４人 ３人 ２２人 ４９人 

②退職した職員の再就職状況 

就職先 八千代市 

（再任用） 

千葉県 営利企業等 

（不明含む） 

人数 １４人 １人 ３４人 

 

 

２ 職員の給与の状況について 

 

トップページ→市政情報→市政運営→人事行政・給与→「八千代市の給与・定員

管理等」 

をご参照ください。 

 

３ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況について 

(1) 職員の勤務時間 

① 市役所本庁・教育委員会庁舎・消防本部などに勤務する職員 

１週間の勤務時間 １日の勤務時間 開始時間 終了時間 休憩時間 

３８時間４５分 ７時間４５分 ８時３０分 １７時１５分 １時間 

 

② 休日に開館する施設の職員（公民館・図書館など） 

４週間の勤務時間 １日の勤務時間 休憩時間 

１５５時間００分（１週間あたり平均３８時間４５分） ７時間４５分 １時間 

 

③ 隔日勤務職員（消防署など） 

４週間の勤務時間 １当務の勤務時間 開始時間 終了時間 休憩時間 

１５５時間００分 

（１週間あたり平均３８時間４５分） 

１５時間３０分 ８時２０分 翌日８時３０分 ８時間４０分 

 

④ 交代制勤務職員 

職種 区分 ５週間の勤務時間 １勤務の勤務時間 開始時間 終了時間 休憩時間 

守
衛 

日勤 １９３時間４５分 

（１週間あたり平

均３８時間４５分） 

７時間４５分 ８時１５分 １７時１５分 １時間１５分 

夜勤 ７時間４５分 １７時００分 翌日８時４５分 ８時間００分 

日夜勤 １５時間３０分 ８時１５分 翌日８時４５分 ９時間００分 
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(2) 休日 ・休暇 等 

① 休 日  土曜日及び日曜日，国民の祝日に関する法律に規定する休日，１２月２９日

から翌年の１月３日までの日が市の休日となっています。 

② 年次休暇  年次休暇の日数は，一の年度について２０日。ただし，年度の中途にお

いて採用された職員のその年度の年次休暇の日数は，採用された月によっ

て定められています。 

③ 病気休暇  職員は，以下の場合に病気休暇を取得できます。 

 

 

 

 

④ 特別休暇  職員は，以下の場合に特別休暇を取得できます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

負傷又は疾病により療養を要する場合 

期間 療養のため勤務しないことがやむを得ないと認められる必要最小限度の期間（原則と

して，連続して 90日を超えることはできない。） 

１ 感染症の予防及び感染症の患者に対

する医療に関する法律による交通の制

限又は遮断 

期間 その都度必要と認める期間 

７ 職員の分べん 

期間 医師又は助産師の証明に基づく分

べんの予定日以前８週間（多胎妊娠に

あっては，１４週間）に当たる日から分べ

んの日後８週間目に当たる日までの期

間の中で職員が請求した期間 

２ 地震，水害，火災その他の災害によ

り次のいずれかに該当する場合で，職

員が勤務しないことが相当であると認

められるとき。 

(1) 職員の現住居が滅失し，又は損

壊した場合で，当該職員がその復

旧作業等を行い，又は一時的に避

難しているとき。 

(2) 職員及び当該職員と同一の世帯

に属する者の生活に必要な水，食

料等が著しく不足している場合で，

当該職員以外にはそれらの確保を

行うことができないとき。 

期間 1 週間を超えない範囲内でその

都度必要と認める期間 

３ 地震，水害，火災その他の災害又は交

通機関の事故等により出勤することが著

しく困難であると認められる場合 

期間 その都度必要と認める期間 

５ 裁判員，証人，鑑定人，参考人等として

国会，裁判所，地方公共団体の議会そ

の他官公署へ出頭する場合 

期間 その都度必要と認める期間 

６ 選挙権その他公民としての権利の行使 

期間 その都度必要と認める期間 

８ 配偶者の分べん 

期間 配偶者の分べんに係る入院等の日

から当該分べんの日後２週間を経過す

る日までの期間内において３日を超え

ない範囲で必要と認める期間 

４ 地震，水害，火災その他の災害又は

交通機関の事故等に際して，職員が退

勤途上における身体の危険を回避する

ため勤務しないことがやむを得ないと認

められる場合 

期間 その都度必要と認める期間 
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９ 生理に有害な職務に従事する女性職

員及び生理日において勤務することが

著しく困難である女性職員の生理 

期間 ２日を超えない範囲内で必要とする

期間 

１０ 職員が生後満１年に達しない子を育

てる場合 

期間 １日２回 １回３０分 

１１ 父母の祭日 

期間 慣習上最小限度必要と認める期間 

１２ 忌引 

期間 職員の配偶者   １０日 

〃 実父母・子   ７日 

〃 祖父母     ３日など 

１４ 夏季 

期間 ７月１日から９月３０日までの期間に８

日間 

１３ 職員の結婚 

期間 ５日 

１５ 妊産婦である女性職員が受ける母子

保健法に基づく保健指導又は健康診査 

期間  妊娠６月まで４週間に１回，妊娠７

月から９月まで２週間に１回，妊娠１０月

から出産まで１週間に１回，出産後１年

以内に１回（医師等の特別の指示があ

った場合には，いずれの期間について

もその指示された回数）とし，その都度

保健指導又は健康診査を受けるために

必要な時間 

１７ 妊娠中の女性職員の業務が母体又

は胎児の健康保持に影響があると認め

られ，休息又は補食をする場合 

期間 その都度必要とされる時間 

１６ 通勤に利用する交通機関の妊娠中

の女性職員の母体又は胎児の健康保

持に影響があると認められる混雑 

期間 １日を通じて１時間を超えない範囲

内で必要とされる時間 

１８ 職員の福利厚生 

期間 その都度必要と認める期間 
１９ 職員が骨髄移植のための骨髄若し

くは末梢血幹細胞移植のための末梢

血管細胞の提供希望者としてその登

録を実施する者に対して登録の申出

を行い，又は配偶者，父母，子及び兄

弟姉妹以外の者に骨髄若しくは末梢

血幹細胞移植のため末梢血幹細胞を

提供する場合で，当該申出又は提供

に伴う必要な検査，入院等 

期間 その都度必要と認める期間 
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⑤ 看護休暇  看護休暇は，職員の配偶者，２親等内の親族の疾病または負傷により看護を

行う必要が生じた場合，１回の申請で３年間限度として与えられます。（無給休

暇） 

⑥ 育児休業・部分休業  満３歳に達するまでの子について，育児休業が取得できます。ま

た，子が小学校に就学する前まで，勤務時間の始めまたは終りにおいて，１日２

時間以内，部分休業が取得できます。（育児休業・部分休業部分は無給） 

 

 

２１ 小学校就学の始期に達するまでの子（配偶者の子を含む。以下同じ。）を養育する職

員が，その子の看護（負傷し，若しくは疾病にかかったその子の世話を行うこと又は疾病

の予防を図るために必要な予防接種若しくは健康診断をその子に受けさせることをい

う。）のため勤務しないことが相当であると認められる場合 

期間 一の年度において５日（その養育する小学校就学の始期に達するまでの子が２人

以上の場合にあっては，１０日）の範囲内の期間 

２０ 職員が自発的に，かつ，報酬を得ないで次に掲げる社会に貢献する活動（専ら親族に

対する支援となる活動を除く。）を行う場合で，その勤務しないことが相当であると認めら

れる場合 

(1) 地震，暴風雨，噴火等により相当規模の災害が発生した被災地又はその周辺の地

域における生活関連物資の配布その他の被災者を支援する活動 

(2) 障害者支援施設，特別養護老人ホームその他の主として身体上若しくは精神上の

障害がある者又は負傷し，若しくは疾病にかかった者に対して必要な措置を講ずるこ

とを目的とする施設であって市長が別に定めるものにおける活動 

(3) (1)及び(2)に掲げる活動のほか，身体上若しくは精神上の障害，負傷又は疾病によ

り常態として日常生活を営むのに支障がある者の介護その他の日常生活を支援する

活動 

期間 一の年度において５日の範囲内の期間 

２２ 配偶者が分べんする場合で，当該分べんに係る子又は小学校就学の始期に達するま

での子を養育する職員が，これらの子の養育のため勤務しないことが相当であると認めら

れる場合 

期間 配偶者の分べんの予定日以前 6 週間(多胎妊娠にあっては，14 週間)に当たる日か

ら分べん日後 8週間目に当たる日までの期間の中で 5日の範囲内の期間 

２３ 配偶者，父母，子，配偶者の父母その他市長が別に定める者で負傷，疾病又は老齢

により２週間以上の期間にわたり日常生活を営むのに支障があるもの（以下「要介護者」

という。)の介護その他の市長が別に定める世話を行う職員が，当該世話を行うため勤務

しないことが相当であると認められる場合 

期間 一の年度において５日(要介護者が２人以上の場合にあっては，１０日)の範囲内の

期間 
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(3) 人 事 評 価 

職員の能力開発及び人材育成を主眼に置き，具体的事実及び客観的基準に基づいて的確

に職員を評価することにより，公平・公正な人事管理を行うため人事評価を実施しています。 

○人事評価実施人数（令和２年度中） 

対象人数 実施人数 

１，３８７人 １，３４５人 

   ※対象人数については，年度途中の退職者を除く。 

   ※実施人数については，休職等の職員を除く。 

 

４ 職員の分限及び懲戒処分の状況について 

分限処分と懲戒処分は，いずれも職員に対する不利益処分でありますが，それぞれ意味は異

なります。 

(1) 分 限 処 分 

分限処分は，公務の能率の維持及びその適正な運営の確保の目的から，一定の事由があ

る場合に，職員の意に反する不利益な身分上の変動をもたらす処分であり，地方公務員法第

２８条及び八千代市職員の分限に関する手続及び効果に関する条例に基づき処分が行われ

ます。 

○分限処分者数（令和２年度中）                               単位：人 

 降任 免職 休職 降給 

法第２８条第１項第１号（勤務実績が良くない）     

法第２８条第１項第２号（心身の故障により，職務遂行に支障又はこれに堪えない）     

法第２８条第２項第１号（心身の故障のため，長期の療養を要する）   ２９  

法第２８条第１項第４号（職制，定数の改廃又は予算の減少により，廃職，過員を生じた）     

法第２８条第２項第２号（刑事事件に関し起訴された）     

※「法」…地方公務員法 

 

(2) 懲 戒 処 分 

懲戒処分は，職員に職務上の義務違反，公務員としてふさわしくない非行がある場合に，そ

の責任を確認し，公務における規律と秩序を維持することを目的とする処分であり，地方公務

員法第２９条及び八千代市職員の懲戒の手続及び効果に関する条例に基づき処分が行われ

ます。 

○懲戒処分者数（令和２年度中）                               単位：人 

 戒告 減給 停職 免職 

法第２９条第１項第１号（地方公務員法，同法に基づく条例規則等違反）     

法第２９条第１項第２号（職務上の義務違反，職務を怠った）     

法第２９条第１項第３号（全体の奉仕者にふさわしくない非行）     

 ※「法」…地方公務員法 
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(3) 矯 正 措 置  

矯正措置は，懲戒処分に至らない非違行為について，地方公務員法等に基づかない指

導・監督上の措置です。（令和２年度中に矯正措置を受けた職員はいません。） 
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５ 職員の服務の状況について 

地方公務員法では，服務の根本基準として，職員は，全体の奉仕者として公共の利益のため

に勤務し，かつ，職務の遂行にあたっては，全力を挙げてこれに専念しなければならない（第３０

条）とされ，その勤務についての規律を維持するため，職員としての義務や行為等の制限を負っ

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「法」…地方公務員法 

服務の宣誓（法第３１条） 

新たに採用された職員は，公務

員が全体の奉仕者であることを自

ら確認するために，服務の宣誓を

しなければなりません。 

法令等及び上司の職務上の命令に従う義務（法第３２条）  

法治主義国家のなかで，公務員は法律の執行者

であること，また行政が規則正しく能率的に遂行され

ることを確保するため，職員は，法律や条例，上司の

職務上の命令に従う義務があります。 

信用失墜行為の禁止（法第３３条） 

職員は，住民の信頼にこたえるにふさわしい

品位を保つため，職場内外問わず，公務員と

しての信用を傷つけることや，不名誉となるよう

な行為をすることは禁じられています。 

秘密を守る義務（法第３４条） 

職員は，職務の厳正公平な執行のた

め，職務上知りえた秘密（個人的・公的

問わず）について，在職中または退職後

においても，守る義務があります。 

職務に専念する義務（法第３５条） 

職員は，勤務時間及び職務上の注意力

の全てを職務遂行のために用い，地方公共

団体が行うべき職務にのみ従事しなければ

なりません。（法律や条例に特別な定めがあ

る場合を除く。） 

○職務専念義務の免除承認状況 

（令和２年度中） 

申 請 件 数    ６５８ 件 

うち承認件数    ６５８ 件 

 

政治的行為の制限（法第３６条） 

行政の中立性と安定性を確保するた

め，職員は，一定の範囲の政治的活動

を行うことが制限されています。 

争議行為等の禁止（法第３７条） 

職員は，全体の奉仕者であることから，憲法

に定める労働基本権（団結権，団体交渉権，

争議権）の一部または全部が制限されていま

す。 

営利企業等の従事制限（法第３８条） 

職務に専念する義務を果たすため，

また，公正に職務を遂行するため，職

員が営利企業などに従事することは，

禁じられています。〔任命権者（市長

等）の許可を得た場合を除く。〕 

 

○営利企業等の従事許可の状況 

（令和２年度中） 

申 請 件 数 ３６５ 件 

うち許可件数 ３６５ 件 
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６ 職員の研修の状況について 

八千代市では，職員一人ひとりが，全体の奉仕者であることを自覚し，意欲をもって職務に取

り組むことができ，時代の変化に対応できる柔軟な発想と行動力を備えた人材の育成を推進す

るため，「八千代市人材育成基本方針」及び「八千代市人材育成アクションプラン」を策定し，八

千代市にふさわしい職員の育成を図るため，体系的かつ計画的に職員研修を実施しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

研 修 体 系 

① 職 場 研 修 

日常の執務を通じて，実務上の必要な知識，技能などを習得させることを目的として実施

します。 

② 職場外研修 

   ア 一般研修 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

求められる職員像 

＊ 市民から信頼される職員 

＊ 責任を持って仕事をする職員 

＊ 高い見識を有する職員 

＊ 市民の立場で発想する職員 

＊ 経費と効果を常に意識する職員 

(a) 新規採用職員研修 

新たに採用された職

員を対象に，職員として

の基本的役割と責任を

自覚し，職務を正確に

遂行させるために必要

な知識や技術の習得を

図るほか，職場への適

応力を養成します。 

(b) 一般職員研修 

中堅までの職員を対

象に，職務の遂行に必

要な知識や技能，判断

力を習得させるとともに

市政についての視野の

拡大と問題解決能力の

向上を図ります。 

(c) 管理監督者研修 

係長級以上の職員を

対象に，管理監督者とし

ての責務を自覚させ，リ

ーダシップ，意思決定能

力などの管理能力を習

得させるとともに，広範

囲にわたる行政識見及

び総合的な政策形成能

力の向上を図ります。 

令和２年度受講者 

新規採用職員研修Ⅰ  

３７人 

新規採用職員研修Ⅱ 

       ２８人 

令和２年度受講者 

主事研修   ２７人 

主任主事研修Ⅰ  ２９人 

主任主事研修Ⅱ  ３０人 

主査補研修   ３０人 

 

令和２年度受講者 

主査研修   １２人 
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イ 特別研修 

主として専門的な知識，技能などを習得させ，その実務能力の向上を図ることを目的とし

て実施します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 派遣研修 

国または，他の地方公共団体，研修機関等へ派遣し，職務に必要な知識，技能などの習

得を目的として実施します。 

 

 

 

 

 

 

③ 自 己 啓 発 

自己啓発は，本人の意欲，主体性があってはじめて可能となりますが，職員が自己啓発に

取り組みやすい組織風土づくりやきっかけづくりを行います。 

 

令和２年度受講者 

エクセル研修      ２８人 

クレーム対応研修Ⅰ   ２０人 

接遇研修        １０人 

評価者研修       ２６人 

被評価者研修      ３７人 

安全運転講習      ２１人 

こころを整える実践研修 １１人 

障害者差別解消法研修  ２２人 

管理監督者が果たすべき安全配慮義務 

及びハラスメント防止対策研修           ２０人 

実務研修（文書管理・情報公開・個人情報保護）   ２４人 

令和２年度派遣先 

市町村職員中央研修所     ３人   千葉県職員能力開発センター  １人 

千葉県自治研修センター   ３４人   千葉県            １人 

    



 - 11 - 

７ 職員の福祉及び利益の保護の状況について 

(1) 職 員 互 助 会  

地方公務員法第４２条の規定に基づく職員の保健，元気回復その他厚生に関する事

項については，八千代市職員互助会において，福利厚生事業として，選択型福利厚生

委託，自己啓発推進助成，短期人間ドック利用助成，貸付事業などを実施しています。 

令和２年４月１日現在の会員数   １，３１１人 

  

(2) 職員共済組合 

地方公務員法第４３条及び地方公務員等共済組合法の規定に基づき，千葉県市町村職

員共済組合及び公立学校共済組合において，職員の病気，負傷，出産，休業，災害，退職，

障害若しくは死亡又はその被扶養者の病気，負傷，出産，死亡若しくは災害に関して適切

な給付を行っています。 

令和２年４月１日現在の組合員数 
千葉県市町村職員共済組合 

公立学校共済組合 

１,３０８人 

３人 

  

(3) 公務災害補償 

職員の公務によって起きた負傷・疾病等に対しては，地方公務員法第４５条及び地方公

務員災害補償法の規定に基づき，地方公務員災害補償基金が設立され，認定・補償業務

を行っています。令和２年度中の状況は，次のとおりです。 

認定請求件数 ６件 

認定件数 ７件 

 

(4) 勤務条件に関する措置の要求 

地方公務員法第４６条の規定に基づき，職員は，給与，勤務時間その他の勤務条件に関

し，公平委員会に対して，市当局が適当な措置をとることを要求することができますが，八千

代市においては千葉県市町村公平委員会が事案の審査，判定などの事務を執り行ってい

ます。当公平委員会から報告された，令和２年度中の状況は，次のとおりです。 

該当する案件なし。 

 

(5) 不利益処分に関する不服申立て 

職員は，懲戒その他その意に反する不利益な処分を受けた場合は，地方公務員法第

４９条の２の規定に基づき，公平委員会に対して不服申立てをすることができますが，八千

代市においては千葉県市町村公平委員会が事案の審査，裁決などの事務を執り行ってい

ます。当公平委員会から報告された，令和２年度中の状況は，次のとおりです。 

該当する案件なし。 
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８ そ の 他 

(1) 障害者の雇用について 

障害者の雇用を促進するため，障害者の雇用の促進等に関する法律の定めにより，

市町村等の機関のうち，一定の数以上の職員（除外職員あり。例．消防吏員等）が配

置されている任命権者（八千代市では市長，教育委員会，上下水道局）は，障害者で

ある職員の任用状況を都道府県労働局に報告する義務があります。八千代市では任命

権者の枠を超えた障害者雇用率制度の適用を受け，３機関全体での障害者の任用状況

を報告しています。 

○障害者の雇用の状況について（令和２年度，千葉労働局への報告数値） 

雇 用 率 
市 長 部 局 教育委員会 上下水道局 全 体 

２．６７％ １．８２％   ０．００％ ２．５４％ 

 

(2) 安全衛生管理組織の設置及び委員の選任について 

職員の健康や安全で快適な職場環境を保持するため，労働安全衛生法の定めにより，

一定規模の事業場ごとに，安全衛生管理組織の設置及び産業医，衛生管理者，安全衛

生推進者などの選任が義務づけられています。 

○選任・設置状況について（令和２年度）    単位：か所 

 選任すべき事業場数 うち選任事業場数 

安 全 管 理 者  １ １ 

衛 生 管 理 者 ９ ９ 

安全衛生推進者等 ５３ ５３ 

産 業 医 ８ ８ 

衛 生 委 員 会 ８ ８ 

 


